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 平成 7 年の阪神・淡路大震災をきっかけに、当時関係府省がそれぞれ独自に GIS(地理情報シ
ステム：Geographic Information System)のシステムやデータを整備した。しかし、それぞれが独
自に行ったために効率的な整備や相互利用を行うことが出来なかった。そこで同年 9 月内閣に
地理情報システム関係省庁連絡会議が設置され、GIS 普及のための施策を講じた。平成 8 年 12
月に地理情報システム関係省庁連絡会議により国土空間データ基盤の整備及び GIS の普及の
促進に関する長期計画が決定し、政府による本格的な GIS の普及への取り組みが開始された。

























このように地方自治体での GIS の普及は進んできているが、実際のところは GIS の効率的・
効果的な利用にはまだ繋がっていないのではないかという状態が見えてきた。そこで本研究で
は地方自治体における農業 GIS の現状を調査し、現状の課題を把握した上で農業振興のための







 北海道地方自治体における農業 GIS の現状を調査する前に、農業分野における GIS 利用の先
行事例の調査を行った。 
 
2.2 農業 GIS の現状の調査 
アンケート調査 
 北海道全地方自治体を対象に北海道庁農政部にご協力いただき、農業 GIS に関するアンケー




 北海道中川郡中川町を例として実際の地方自治体での GIS 利用の現状を詳しく調査した。調
査対象は中川町役場産業振興課産業振興室で、農業担当と林業担当の方に以下 4 点の GIS 利用
についてのヒアリングを行った。 
1． GIS に係る設備・情報についての調査(ソフト、データ、その他導入時期や予算等) 
2． GIS を利用した業務内容の調査(業務内容、利用するデータ・GIS 機能) 
3． GIS データの関係機関との共有についての調査(共有の有無と現状等) 
4． 今後の GIS に関する希望や要望の調査 
 
2.3 地方自治体における農業振興のための GIS 利用の提案 




















































GIS、GPS を活用して現地調査のための GIS ツールと樹園地を管理するためのツールの作成を
行った。樹園地の現地調査ツールを使用する流れは、まず管理端末となるデスクトップ PC 上
で ArcGIS for Desktop を用いて調査用データを切り出し、それを Arc pad の動作するモバイル端
末へ流し込んで現地調査を実施し、そのデータを再度管理端末へ取り込む。モバイル端末には


















































































調査数 回答数 対象市町村(農業振興地域を有する市町村) 調査対象外市町村
石狩 8 8 札幌、江別、千歳、恵庭、北広島、石狩、当別、新篠津
渡島 11 11 函館、北斗、松前、福島、知内、木古内、七飯、鹿部、森、八雲、長万部

























釧路 8 8 釧路市、釧路町、厚岸、浜中、標茶、弟子屈、鶴居、白糠
胆振 11 11 室蘭、苫小牧、登別、伊達、豊浦、壮瞥、白老、厚真、洞爺湖、安平、むかわ










 GIS の現在の導入状況を調査した。GIS の導入ついては回答のあった 167 市町村中、導入済
が 131 市町村 78％、未導入が 36 市町村で 22％と導入している市町村が約 8 割で、GIS の導入
が進んできているといえる。未導入の市町村については一か所に固まっているところも多く、
振興局毎の方針や状況に左右されている可能性もあると考えられる。(図 1 参照) 
 
図 1 地方自治体 GIS 導入状況地図 
 
2．GIS 導入年度 
 GIS の導入時期を導入年度で調査した。図 2 より、平成 12 年度と平成 23 年度の導入数が多
いことがわかる。平成 12 年度については、国土空間データ基盤標準及び整備計画が策定され
たことが要因と考えられる。国土空間データ基盤標準及び整備計画は平成 11 年 3 月 GIS 関係
省庁連絡会議において、国土空間データ基盤の整備及び GIS の普及の促進に関する長期計画に
基づき策定され、平成 11 年度には地方自治体等への GIS の普及促進のための支援活動が行わ
れた。平成 23 年度については、同年度に始められた水土里情報システムの提供が要因と考え
られる。水土里情報システムは、北海道土地改良事業団体連合会、通称水土里ネット北海道が







図 2 地方自治体 GIS 導入年度グラフ 
 
3．利用している GIS ソフトの種類 
 地方自治体それぞれの利用している GIS ソフトを調査した。利用数の多かったソフトは
ArcGIS 製品と Web 型 GIS の水土里情報システム、SIS 製品でした。(図 3 参照)  








することができる。さらに ArcGIS は他の IT システムと親和性が高く、どのようなニーズにも



















様々な分野で豊富な導入実績があり、個々の業務に応じた GIS システム、GIS アプリケーショ
ン、Web 型 GIS、統合型 GIS などの受託開発を行っている。 
 
 
図 3 利用 GIS ソフト表 
 
4．GIS データの作成委託 




ソフト名 導入数 ソフト名 導入数
ArcGIS 44 GEOSIS 1
水土里情報システム 20 pasCAL web 1
SIS 15 ULIS 1
Segios 9 geomedia 1
Scan Survey 5 Oh-Map ver3 1
QGIS 4 パーソナルサーベイ測量CADシステム 1
Hunes NetGIS 3 農地管理地図システム 1
PC-MAPPING 3 農地情報管理システム 1
水土里GIS Light 3 農地台帳システム 1
独自 3 農地地図情報システム 1
GISAｐ Ｗｅｂ 2 農業振興支援システム 1
Ｍａｐ Ｉｎｆｏ Ｒｕｎｔｉｍｅ 3 KGS農政業務支援システム 1






図 4 GIS データ作成委託情報地図 
 
5．関係機関との情報の共有(庁内 LAN やインターネット回線等を通じた相互利用)状況 
 GIS データを関係機関と共有できているか調査した。できているのは全体の 21％、共有でき













6．現在 GIS を利用している業務内容と今後利用したい業務内容 





















































































図 7 GIS を利用した業務内容と今後利用希望の業務内容地図 
 
8．GIS 未導入の理由 















 GIS の推進に関する要望をいくつかの地方自治体にお答えいただいた。以下紹介していく。 
 






































 北海道中川郡中川町は北海道の北部に位置し、総面積は 597.74 ㎢。地形は山岳地と平野地に
大別され、平野地は一部の泥炭地を除き肥沃で農耕に適している。山地が全体の 84.50％、農




導入時期 平成 27 年度(GIS 導入は平成 12 年度) 
予算 導入：900 万円 年間：90 万円 
ソフト Oh-Map ver3(地籍管理システム) 
 
データ 
図面情報 航空写真  
 地形図  
属性情報 地番 農家台帳(農家の世帯数、名簿) 
 地目 所有農地全筆 
 住所 経営状況(経営面積、 
 面積 トラクター数、納税情報) 












図 9 地目毎色分け図 
 
 













図 11 面積計算書・一筆図対象地番選択図 
 













図 13 世帯情報 
 
 
図 14 経営農地等筆別表 
 




図 16 土地統括表 
【作付面積の計測】 



















































1． GIS に係る設備・情報についての調査 
導入時期 平成 27 年(GIS 導入は平成 12 年度) 
予算 導入：2100 万円 年間：100 万円 

























 また林小班図を載せ、路網上にある森林簿・施業履歴を確認する。図 19 より、ここでは主
に約 43 年生のアカエゾマツの人工林を平成 23 年度に択伐しているということがわかる。択伐
は補助金適正化法により 3 年に 1 度と決められているので、路網を作るのにこの森林で作業す
るのは少なくとも 26 年度ということが確認できる。 
 
図 19 森林簿・施業履歴確認図 
 
【間伐対象林分の抽出】 





図 20 間伐対象林分抽出図 
25 
 




















 次にここの天然林について詳しく調査していく(図 22 右側の図)。まず天然林にはその天然林
の種類毎にその種類名が付けられている。L が広葉樹、M が混交林、N が針葉樹でその隣にく
る数字は樹高を表していて、1 が 16ｍ以上、2 が 16ｍ未満である。またそのあとの D は疎密度
を表していて、その後の数字が 1 なら疎密度が高く、2 なら疎密度は低いということがわかる。
つまり L1D1 は樹高が 16 メートル以上で疎密度が高い広葉樹ということになる。その種類毎に
天然林の作業区分を確認していく。例えは L1D1 だと択伐、L2D2 の樹高が 16m 未満の疎密度
が低い天然林は樹下植栽や人工造林となる。 
 




いという欠点がある。また航空写真も 2 種類入れていて、一つは平成 17 年の航空写真、もう
一つは平成 27 年の航空写真である。この 2 つを見比べることで路網や森林の変化等を見るこ
とができ、より具体的に森林計画を進めることができる。 
 
















 このように林業分野では担当者の努力もあり積極的に GIS が活用されてきていますが、まだ















































4.4 農業振興のための GIS 利用の提案 
【GIS に必要な 5 つの要素】 
 ESRI ジャパンが GIS を導入するにあたって必要な 5 つの要素をホームページ上で述べてい
る。 
・作業フロー 
  GIS の導入によって解決したい課題を明確にして目的を設定。その目的にたどり着く 
ための手順を整理して「作業フロー」を計画する。導入時にまず必要となる作業である。 
・人材 
  作業フローを実行していく人材。この「人材」が 5 つの要素の中で最も重要だと言われて
いる。 
・ソフトウェア 
  人材が作業フローを実行するツールとしての「GIS ソフトウェア」。目的に応じて市販 
のソフトウェアを選択したり、場合によってはカスタマイズしたりする。 
・データ 








 本研究ではこの 5 つの要素を基に、地方自治体で利用しやすいよう提案を行っていく。調査
結果により、GIS の導入・利用促進のためには安価に整備できる提案が必要を考えられる。そ
こで 5 つの要素毎に提案を行っていく。 
・作業フロー 
  作業フローに関しては目的にたどり着くための手順のことなので、ここでは除外して 
考えることにする。 
・人材 


















  最低限必要となる、デスクトップ PC を整備することとすると、GIS を利用するには大 





  中川町で研修会を年 2 回、講師を 2 人お呼びして行う。 
・ソフトウェア 
  無料ソフトの QGIS を利用。 
・データ 
  衛星画像 Digital Globe 社 World View-2 1 ㎢ 3,300 円のものを使用。 
  (World View-2 http://www.sed.co.jp/sug/contents/satellite/satellite_worldview2.html) 
・ハードウェア 
  10 万円のデスクトップ PC の整備。 
データに衛星画像を使用することとしたが、衛星画像の場合雲が入ってしまうことがあるた
め 、 衛 星 画 像 の 補 助 や 詳 細 の 撮 影 の た め に ド ロ ー ン を 1 台 使 用 。
 






図 24 予算提案表 
 
 中川町農業 GIS では導入時 900 万、年間 90 万円の予算でしたが、この提案で計算すると約







も地方自治体の農業 GIS 利用の現状を把握することができ、今後各種補助制度、GIS 研修、農

































Title: The present situation of GIS for agriculture in local government And 
Suggestion of the GIS use for agriculture promotion. 
  
The GIS spread advances in Hokkaido`s local governments by the promotion activity 
of the government and enterprise .But there are few local governments using GIS for 
agriculture promotion effectively. 
 Therefore this report conducted a questionnaire survey with local governments in 
Hokkaido and hearing survey with Nakagawa-Cho as a target. And this report 
suggest a way of the effective use the GIS from the problem that I understood by 
questionnaire and hearing survey. 
 As a result of questionnaire and hearing survey, I understood that a local 
government can`t use of the GIS for agriculture promotion even if they introduced 
GIS. For example, data become old because they can`t update of data and they can`t 
feed back data to farmhouse and the engine about agriculture. Also there are lots of 
problem about shortage of workers and the budget. So this report suggested using 
GIS lighten the burden imposed on that problem from the point of view of GIS 
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